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日韓両国税制の成長性・安定性指標による比較分析＊

鞠　　重　鏑

1．はじめに

　本稿の目的は日本と韓国の税体系を所得・消費・

資産課税に分類して，各課税及び租税体系全体につ

いて成長性・安定性指標による比較を行うことにあ

る．

　所得・消費・資産課税の分類による各課税の対総

税収比，対GDP比による比較分析はOECD（1994）

でも行われている．しかし本稿では，OECDでは行

われていない税目などの各課税への分類作業も行

い1），同時に税収の成長性と安定性という税体系に

関する指標の導出を試みる．成長性や安定性指標な

どを用いた先行研究としては，White（1983），　Gen－

try　and　Ladd（1994）やHarmon　and　Mallick（1994）

などがある．ただし，これらの研究は幾つかの税目

のみを取り上げた一国内租税体系の比較分析に止ま

っている．本稿では全ての税目を対象として所得・

消費．・資産課税に再分類し，各課税及び租税体系全

体の成長性と安定性指標を導出して両国の租税体系

を比較する．対象期間は1965－1992年の27年間で

ある．

　あらかじめ分析結果をまとめると，日本は韓国に

比べ各課税の成長性は低いが，安定性は高い．また，

日本は所得課税の成長性が消費課税のそれより高い

のに対して，韓国の場合は消費課税の成長性が高い．

すなわち，日本は所得課税，韓国は消費課税に租税

政策の重点がおかれてきたといえる．租税体系全体

についても同様であり，日本は韓国よりも安定した

租税体系，韓国は日本よりも高い成長性を持つ租税

体系といえよう．

2．所得・消費・資産課税の分類

　本稿やOECD（1994）の分類では，所得・消費・資

産課税という共通の課税対象に分類することから，

税目間の不一致があっても租税体系の比較が可能で

ある．また，税目間の比較の際生じうる時系列上の

断絶も問題とならない2）．本節では成長性と安定性

による両国税制の比較を行う前に，各課税に含まれ，

る税目について簡単に述べる．

　第1に，所得課税とは「個人や法人の所得及び収

益に課される税」と定義する．具体的には，1）日本

については，所得税・法人税などの国税5税目，道

府県民税・市町村民税などの地方税8税目3）を対象

にする．2）韓国については，所得税・法人税などの

国税6税目4），住民税・農地税などの地方税8税目

を所得課税に含める．第2に，消費課税は「財貨や

サービスの消費や使用に対して課される税」である．

1）日本については，消費税・酒税などの国税20税

目，遊興飲食税・市町村タバコ消費税などの地方税

9税目を，2）韓国については酒税・付加緬値税など

の国税15税目，遊興飲食税・タバコ販売税などの

地方税6税目を消費課税に含める．最後に，資産課

税は「資産の保有・取引，及びその所有権の移転・

変更などに関連して課される税」として定義する．

具体的には，1）日本については，相続税・地価税な

どの国税10税目，不動産取得税・固定資産税など

の地方税18税目を，2）韓国については，鉱税・相続

税などの国税11税目，取得税・財産税などの地方

税11税目を資産課税に含める．
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　租税収入の成長性は，分析期間にわたる税収の伸

びを表す尺度であり，租税収入の（不）安定性は税収

の変動を表す尺度である。

　3．1．各課税の比較

　各課税の成長性と安定性は，以下の推定式に基づ

いて算出される（例えば，White（1983），　Gentry

and　Ladd（1994））．

　　　　　　109コ㌧＝α十∂’f十の　　　　　　　　　（1）

ここで，公はガ課税額（ガ＝所得，消費，資産），’ごは

期間であり，ここではすべてのかについて27年間

となる．（1）式を用いて推定するあの計数値は近似
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表1．各課税の成長性と安定性の指標（1965－1992年）
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所得課税 消費課税 資産課税

日本 韓国 日本 韓国 日本 韓国

成長性俵の係数） 0．0270 0．0476 0．0145 0．0567 0．0306 0．0653

安定性（log　l召の標準誤差） 0．0616 α0811 0．0387 0．0896 0．0534 0．0773

注）　主な資料は，日本；大蔵省『財政金融統計月報』，韓国；韓国銀行『経済統計年報』であるが，税目

　　の漏れや不明確な税目の確認のために他の（参考文献の）統計資料により補足した．

的に各課税収入の成長率を表し5｝，それを当該課税

の成長性尺度として利用できる．また，各課税の安

定性の指標としては，（1）式のlog男の標準誤差を・

用いる．標準誤差であるので，その値が大きいほど

その課税の不安定性は高いと考えられる．両国の成

長性と安定性の算出結果を表1に示す．

　全ての変数について，1990年度を基準年度とした

消費者物価指数によって実質化した値を用いた．韓

国については一貫した物価指数は1965年から得ら

れるので，比較の統一性を期するために対象期間を

日韓ともに1965－1992年に限定した．表1より，日

本は韓国に比べ各課税において成長性は低いが，安

定性は高いことがわかる．日本の場合，所得・消

費・資産課税の成長率はそれぞれ2．7％・1．45％・

3．06％であり，韓国の4．76％・5．67％・6，53％に比

べてはるかに低い．換言すると，韓国は日本に比べ

所得・消費・資産課税の成長速度は，それぞれ1．76

倍・3．91倍・1．85倍であった．また，日本は所得課

税の成長性が消費課税のそれより高いのに対して，

韓国は消費課税の成長率が所得・資産課税のそれよ

りも高い．この成長性尺度から日本の租税政策は所

得課税に，韓国の場合は消費課税に重点が置かれて

きたと解釈できる．安定性については，日本の場合

所得・消費・資産課税の安定性がそれ，それ0．0616，

0．0387，0，0534であり，韓国の対応する値である

0．0811，0．0896，0．0773よりもはるかに安定的であ

る．したがって，韓国は日本よりも所得・消費・資

産課税の体系がそれぞれ，132倍・2．33倍・1．45倍

不安定であったことになる．

　以上より，1965－1992年の間各課税毎に日本は韓

国よりも安定した税体系，韓国は日本よりも成長性

が高い税体系であったことがわかる．しかし，以上

の分析からは租税体系全体についてどれ程の成長性

と安定性の差があったのかという比較はできない．

　3．2．租税体系全般に対する比較

　租税体系全般に関する特性比較を行うためには，

各課税間の相互依存性を考慮しなければならない．

ここでは各課税のウェイトを勘案した成長性尺度と

ともに，各課税間の相互関係を考慮した安定性尺度

を導出する．まず，租税体系全体の成長性は当該年

度に各課税の総税収に占めるウェイトを考慮して，

以下の（2）式を用いて導出する．

　　　　　　　　9亡＝Σ蹴9ガ　　　　　　（2）
　　　　　　　　　　　f
ここで，蹴は当該年度のガ課税（ガ＝所得，消費，資

産）の総税収に占めるウェイトであり，gごは∫課税

の成長性である．

　次に，彦時点の租税収入の安定性σ診は各課税の租

税収入に占めるウェイトや相関関係を反映させて，

以下の公式に基づいて導出する．

　　　　　　　σ，一顧　　　　　（3）

ただし，（3）式の肌は’時点での各課税のウェイ

トの行ベクトル（均”は転置を表す），Ωがはゴーノ課

税間の分散共分散行列であるG，ノ＝所得，消費，資

産）．ここで，島を求めるためには，まずガ課税の

標準偏差σごを求める必要があり，単位の問題を除

去するために，各課税の偏差値を当該課税の平均値

で割った式を用いる．すなわち，

　　　　　　　　　自（R‘‘云Rり2　（4）

　　　　　σご＝　　　　T－1

となる．ただし，Rκ，怠亡及び品は，それぞれ’時

点でのガ課税の税収，推定収入，及び1期から丁期

までの平均収入である．

　さらに，各課税間の相互依存関係を反映させるに

は，（4）式の標準偏差の値とガーノ課税の相関係数

偽を計算し，これらを用いて
　　　　　　　　σが＝σピσゴρび　　　　　　　　　　　　（5）

より，ゴーブ課税間の共分散砺を求める．すると，

（5）式に基づいて両国の各課税額に対する分散共分

散行列を求めることができる．具体的な両国の各課

下間の分散共分散行列（1965－1992年）（日本；Ωも，

韓国；Ω募）は，

　［i〔iiiii　ilii繋iil｝］
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表2。成長性と安定性指標

日　　　本 韓　　　国 成長性比較 安定性比較

年度 ①成長性 ②安定性 ③成長性 ④安定性 （③／①） （④／②）

1970 0．0246 0．4308 0．0536 1．1348 2．1773 2．6342

1975 0．0254 0．4460 0．0541 1．1443 2．1292 2．5657

1977 0．0544 1．1588

1980 0．0258 0．4558 0．0553 1．1911 2．1421 2．6132

1985 0．0256 0．4534 0．0547 1．1751 2．1364 2．5918

1989 0．0260 0．4645

1990 0．0260 0．4632 0．0556 1．1845 2．1396 2．5572

1992 0．0259 0．4533 0．0546 1．1623 2．1076 2．5641

図1．日本の税体系の成長性と安定性
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注）表2により作成．

…［lliili　lli黙；i翻

と計算される．表2では，以上の過程と（2）式，（3）

式を用いて1970年から1992年まで5年毎に成長性

と安定性尺度を算出してある6）．表2を図示したの

が図1と図2である．

　さて，具体的に韓国は日本に比べてどれ程高い成

長率と不安定性を持つ租税体系であったのだろうか．

両国の比較を端的に行うために，表2において同年

度の韓国の成長悔と不安定性を日本のそれらの値で

除し，その結果を表2の右側に表してある．これら

の数値から，韓国は日本より約2．11－2．18倍成長性

が高く，約2．56－2．63倍不安定的な租税体系であっ

たことがわかる

　しかし，以上の結果に基づいて日本が韓国より，

あるいは韓国が日本より優れた租税体系であるとい

図2．韓国の税体系の成長性と安定性
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注）表2により作成

う判断を下すことはできない．もし，A国がB国

より成長性も高く安定した租税体系であった場合に

は，租税体系に対する優劣の判断が可能であるが，

その場合の判断基準も税収入の成長性と安定性とい

う2つの基準に基づいた判断に過ぎない．租税原則

の重要な基準である公平性をも考慮する場合には，

その租税体系の優劣の判断が逆になる可能性もある

のである．

4．結びに代えて

　成長性・安定性以外の指標として，税制の公平性

（equity），競争性（competitiveness）などの指標があ

る．公平性の指標としてはSuits（1977）指数や所得

階層別の各課税の弾力性などが用いられる．たとえ

ば，Harmon　and　Mallick（1994）は1970－91年の

New　York州の幾つかの税制に対してSuits（1977）
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指数を求めている．また，Gentry　and　Ladd（1994）

は，低所得層と高所得層別に米国のマサチューセッ

ツ州及びノース・キャロライナ州の各課税の弾力性

を求め，公平性尺度として利用している．一方，

Gentry　and　Ladd（1994）によると，競争性は州間の

競争的な圧力を表す．競争的な圧力があると，政策

立案者の租税構造の選択や，税体系の成長性，安定

性及び公正性を望ましい水準に到達させることが可

能という7＞．

　公平性や競争性などの指標も考慮することによっ

て，より包括的な租税体系の分析になると考えられ

る．さらに，本稿は経済や政治の動きとの相互関連

や税制の経済的効果分析などについては考慮してい

ない．これらのテーマは喫緊の研究課題として残さ

れている．

　　　　（論文受付日1995年9月29日・採用決定日
　　　　1996年11月13日，韓国租税研究院）

　注

　＊　この論文を書くにあたり，匿名のレフェリーの

方々に懇切．・丁寧なコメント，及び参考資料もいただい

た．ここに記して感謝の意を表したい．いうまでもなく，

本論文の責任はすべて筆者が負うものである．

　1）OECD（1994）では1965年越ら加盟国についての
租税関係資料を‘Revenue　Statistics’とし・う題目で出版

している．ところが，OECDの分類法では，日本の法定

外普通税・旧法による税収入，韓国の防衛税。教育税，

及び過年度収入などのような税目について各課税別への

分類作業が行われていない．

　2）　さらに，各課税額が総租税に占める割合や各課税

の負担率の内容もより具体的に計算できる．これらの比

較や以下の各課税の包含税目の詳しい説明については，

鞠（1996）を参照されたい．

　3）　地方税の各課税の税目の数には，法定外普通税・

旧法による税収入も含まれている。その理由はこれらの

税目を各課税額に比例して分配したからである．また，

税目の数は両国ともに1965年から1992年までの税目を
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数えた数値である．

　4）　韓国国税の所得・消費・資産課税の各税目の数に

は，防衛税，教育税（1982年制定），及び過年度収入も含

まれている．その理由はこれらの税目を各課税額に比例

して分配したからである．

　5）　ハの対数を取っているので，’∫の係数に100を

掛けると税収入の成長率（％）となる．

　6）　日本における1989年の消費税の導入と韓国にお

ける1977年の付加価値税の導入に伴う効果を調べるた

めに，当該年度を追加して成長性と安定性尺度を算出し

た．

　7）　また，この競争的な圧力によって，非効率性が少

ない租税構造を選択することになる．
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